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： 令和 3 年 3 月

： 令和 8 年 3 月

： 令和 3 年度 令和 12 年度

 ※複数の市場を有する事業にあっては、市場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　形　態　

※取扱い種別、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

売 上 高 割 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

都城市公設地方卸売市場業務条例に基づき、以下のとおり
卸売業者・・・卸売金額の１，０００分の３に相当する額
仲卸業者・・・市場外からの買入れ物品の販売金額の１，０００分の３に相当する額
※利用料金として、指定管理者の収入としている。

施 設 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

都城市公設地方卸売市場業務条例に基づき、施設ごと、１施設当たり又は面積当たりの単価を基本
として、設定している。
※利用料金として、指定管理者の収入としている。

使 用 料 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

　令 和 ２ 年 ６ 月 ２ １ 日

広 域 化 実 施 状 況 ―

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 ―

 イ　指定管理者制度 平成２２年度から指定管理者制度を導入

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ ―

昭和55年7月1日

職 員 数 1 市 場 種 別 区 分 地方卸売市場

前 回 の 移 転
又 は 再 整 備 年 度

― 次 回 再 整 備 予 定 年 度 ―

策 定 日

改 定 日

計 画 期 間 ～

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適 事 業 開 始 年 月 日

別添８－１

都城市公設地方卸売市場事業経営戦略

団 体 名 都城市

事 業 名 都城市公設地方卸売市場事業
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（３） 現在の経営状況

年度

R4

R5

R6

年度

R4

R5

R6

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　昭和５５年７月の開設以来、市民の生活に必要な生鮮食品の安定的な供給を行うとともに、生産者に対して安定的な出荷・販売
先を提供しているが、供給圏域の人口減少による食料消費量の減少、消費者ニーズの多様化、市場外流通の拡大などの変化に
伴い、取扱高は減少傾向にあるものの、物価高騰の影響により売上高は微増に転じている。
　使用料について、指定管理者の収入とする利用料金制を導入しているため、経常収支比率、経費回収率ともに低い数値となって
いる。
　他会計補助金比率については、平成３０年度以降、地方債を活用し関連商品売場棟の整備を行ったため、下降しているものの、
１００％程度となっている。
　有形固定資産減価償却率は、ほとんどの施設が昭和５５年度の開設時に整備されたものであるため、年々上昇しており、老朽化
が進んでいることが分かる。

67.4%

企業債残高対料金収入比率
※過去３年度分を記載

　R4 ― 　R5 ― 　R6 ―

有形固定資産原価償却率
※過去３年度分を記載

　R4 62.3% 　R5 64.8% 　R6

4.1%

他会計補助金比率
※過去３年度分を記載

　R4 173.3% 　R5 97.4% 　R6 95.6%

経費回収率
※過去３年度分を記載

　R4 0.4% 　R5 2.5% 　R6

2,007 8,019

経常収支比率
（又は収益的収支比率）
※過去３年度分を記載

　R4 22.2% 　R5 24.7% 　R6 30.5%

7,909

2,500 2,692 597 18 2,003 7,810

年間税込
売上高

（百万円）
※過去３年度

分を記載

2,563 2,614 634 17 2,081

2,723 2,682 591 16

5,406 23,329

野菜 果実 水産物 肉類・鳥類・卵類 その他 合計

30,370

12,266 6,831 604 40 5,970 25,711

年間取扱高
（t）

※過去３年度
分を記載

15,139 7,284 749 48 7,150

11,133 6,125 604 61

野菜 果実 水産物 肉類・鳥類・卵類 その他 合計
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

※使用料収入の見通しについて、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に
応じて過去の推移についても記載すること。

　売上高は、物価高騰の影響から微増しているが、取扱高は減少の見込みであることから、使用料収入は横ばいで推移することが
見込まれる。過去4年間の平均増減率をもとに算出している。

取扱高（ｔ）の見通し

※取扱高（ｔ）の見通しについて、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応
じて過去の推移についても記載すること。

　人口減少や少子高齢化の進展による食料消費量の減少、市場外流通の拡大などに伴う卸売市場経由率の低下などにより、取扱
高は減少し、今後も減少が見込まれる。
　取扱高の見通しについては、過去4年間の増減率の平均をもとに算出した見込値の増減率を平準化し算出している。
　生産者の新規開拓や取引先・販路の拡大に努め、減少幅を抑制する。
　また、今後は都城・志布志道路の整備完了に伴い、商圏拡大による効果も見込まれる。

使用料収入の見通し ※使用料は利用料金制をとっており、指定管理者が徴収し、指定管理者の収入としている
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取扱高推移（見込）

野菜 果実 水産物 肉類・鳥類・卵類 その他
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

※定員の管理計画等を踏まえた将来の職員数の見通し等について、図表などを適宜用いながら、分かりやすく記載すること。
　平成２２年度から指定管理者制度を導入しているため、市場専任の職員は農政部農政課で１名となっている。
今後も指定管理者制度を継続するとともに、職員数についても現在の体制を継続していく予定。

※将来の事業環境等を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。

　本市市場は、供給圏人口の減少や流通構造の変化による卸売市場経由率の低下などの影響を受け、取扱高は減少しており大
変厳しい状況にある。
　しかし、宮崎県における地域拠点市場に定められており、市民への生鮮食品の安定供給や生産者の安定的な出荷・販売先として
不可欠な社会インフラであるため、今後も食品流通の核として経営を継続し、食料の安定的な供給体制を維持していく。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 投資的経費の平準化

※計画期間内に実施する主な投資の内容（施設名、時期、金額など）について、図表なども適宜用いながら、分かりやすく記載する
こと。
※また、収支計画の策定に当たって反映した取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

　関連商品売場棟の整備が令和３年度に完了。その他の施設についても老朽化が進んでいるため、指定管理者と協議しながら、
計画的な施設の修繕を行い、投資的経費の平準化に努める。
　今後、卸売場棟などの大規模改修や建替え等、再整備についても検討を進めていく。

施設の見通し

※施設、設備等の老朽化度合、今後の更新見通しについて、図表などを適宜用いながら分かりやすく記載すること

　事業開始から４０年が経過し、市場施設の多くが老朽化していることから、指定管理者と連携し、適正な管理や早期の修繕を行う
など、可能な限り老朽化対策を実施する。

組織の見通し

公設地方卸売市場配置図
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

そ の 他 の 取 組 特になし

企 業 債
　大規模改修や建替えなど、多額の投資が必要となる場合は、投資的経費の平準化のためにも、国
庫補助、企業債等の活用を検討する。

繰 入 金 特になし

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組 特になし

広 域 化 特になし

そ の 他 の 取 組 特になし

使 用 料
　地域拠点市場として重要な社会インフラであることから、建替えなどの際は建設改良費を反映した
適正な使用料改定を実施する。

民 間 活 用
　施設の大規模改修や建替え等の再整備について検討を進める際は、PPP/PFI等の民間ノウハウ
の導入についても検討していく。

投 資 の 平 準 化 　施設の大規模改修等に当たっては、年次計画的に実施することとし、投資の平準化に努める。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 一般会計繰入金の抑制

※財源（使用料、企業債、繰入金、国庫補助等）の積算の考え方等について記載すること。
※また、収支計画の策定に当たって反映した財源確保の取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

　関連商品売場棟の整備に伴う地方債の借入により、一般会計繰入金が増加しているが、投資的経費の平準化を図るなどし、一
般会計繰入金の抑制を図っていく。

※投資以外の経費（委託料、管理運営費、人件費など）の積算の考え方等について記載すること。
※また、収支計画の策定に当たって反映した経費削減の取組（包括的民間委託、指定管理者制度の導入等の取組も含む。）につ
いて、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

　職員給与費については、今後も令和７年度の状況が継続するものとして見込んでいる。
　職員給与費以外の営業費用についても、過去の実績等から必要な金額を見込んでいる。

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。
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③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

公営企業として実施する
必 要 性

　本市市場は、市民への生鮮食品の安定供給、公正な価格形成に加え、安定的な出荷・仕入先とし
て公共的役割を果たしており、公営企業として実施することが必要である。

経 営 戦 略 の 事 後検 証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

※進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、改定等に関する考え方
について記載すること。

　毎年度、経営戦略と実績との比較検証を行い、概ね５年毎に改定する。ただし、計画への影響が著
しく大きい外的要因等があった場合は、適宜改定する。

職 員 給 与 費 特になし

そ の 他 の 取 組 特になし

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サービ ス 自体の必 要性

　本市市場は、宮崎県の地域拠点市場に定められており、消費者への生鮮食品の安定供給や生産
者に対する確実な販路の提供、小売業者に対する取引の場の提供などの重要な役割を果たしてい
る。

委 託 料 特になし

管 理 運 営 費 特になし
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【 別紙 】

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和元年度 令和２年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1 (A) 9,416 9,009 8,868 8,826 10,183 10,569 11,104 16,340 17,192 16,719 16,245 15,772

（１） (B) 156 155 155 155 1,011 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439

ア

イ (C)

ウ 156 155 155 155 1,011 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439

（２） 9,260 8,854 8,713 8,671 9,172 9,130 9,665 14,901 15,753 15,280 14,806 14,333

ア 8,814 8,753 8,544 8,589 9,110 9,028 9,500 14,736 15,588 15,115 14,641 14,168

イ 446 101 169 82 62 102 165 165 165 165 165 165

２ (D) 9,416 9,009 8,868 8,826 10,183 10,569 11,104 16,340 17,192 16,719 16,245 15,772

（１） 8,876 8,563 8,384 8,331 9,800 10,291 10,614 10,614 10,614 10,614 10,614 10,614

ア 8,440 8,200 7,913 7,776 9,280 9,663 9,714 9,714 9,714 9,714 9,714 9,714

イ 436 363 471 555 520 628 900 900 900 900 900 900

（２） 540 446 484 495 383 278 490 5,726 6,578 6,105 5,631 5,158

ア 540 446 484 495 383 278 490 5,726 6,578 6,105 5,631 5,158

イ

３ (E)

1 (F) 33,246 374,162 129,676 60,254 31,006 24,110 26,310 24,110 54,110 54,110 54,110 54,110

（１） 25,200 365,000 91,600 - - - - - - - - -

（２） 8,046 9,162 38,076 60,254 31,006 24,110 26,310 24,110 54,110 54,110 54,110 54,110

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 33,246 374,162 129,676 60,254 31,006 24,110 26,310 24,110 54,110 54,110 54,110 54,110

（１） 26,801 366,347 103,499 29,363 2,200 30,000 30,000 30,000 30,000

（２） (H) 6,445 7,815 26,177 30,891 31,006 24,110 24,110 24,110 24,110 24,110 24,110 24,110

（３）

（４）

（５）

３ (I)収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年
度

( 決 算 )

令和4年
度

( 決 算 )

令和5年
度

( 決 算 )

令和6年
度

( 決 算 )

令和7年度
（決算見

込）
令和8年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【 別紙 】

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和元年度 令和２年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

令和3年
度

( 決 算 )

令和4年
度

( 決 算 )

令和5年
度

( 決 算 )

令和6年
度

( 決 算 )

令和7年度
（決算見

込）
令和8年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 156 155 155 155 1,011 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439 1,439

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 52,099 409,284 474,707 443,816 412,810 388,700 364,590 340,480 316,370 292,260 268,150 244,040

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和元年度 令和２年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

8,814 8,753 8,542 8,589 9,110 9,028 9,500 14,736 15,588 15,115 14,641 14,168

2,933 2,792 2,840 2,831 3,146 3,352 3,597 6,215 6,641 6,405 6,168 5,931

5,881 5,961 5,702 5,758 5,964 5,676 5,903 8,521 8,947 8,710 8,473 8,237

8,046 9,162 38,076 60,254 31,006 24,110 26,310 54,110 54,110 54,110 54,110 54,110

3,222 3,907 13,088 15,445 15,503 12,055 12,055 12,055 12,055 12,055 12,055 12,055

4,824 5,255 24,988 44,809 15,503 12,055 14,255 42,055 42,055 42,055 42,055 42,055
16,860 17,915 46,618 68,843 40,116 33,138 35,810 68,846 69,698 69,225 68,751 68,278

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年
度

( 決 算 )

令和4年
度

( 決 算 )

令和5年
度

( 決 算 )

令和6年
度

( 決 算 )

令和7年
度

（決算見
込）

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

41.6% 40.9% 40.3% 39.5%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

25.3% 22.2% 24.7% 30.5% 31.5% 40.4%収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 59.4% 53.5%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


